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　計画（プランニング）は行政（アドミニストレーション）によって実現される。そして社会は無数の
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　機関誌「計画行政」への研究論文の投稿を募集
しております。研究論文は、論文審査小委員会の
もとでレフェリー制度により審査され、採用され
たものは「研究論文」「研究ノート」または「資料」
として掲載されます。学会ホームページ（下記）
から申し込み下さい。

◆学会ホームページについて
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00　計画行政34-3表紙目次再校.indd   200　計画行政34-3表紙目次再校.indd   2 2011/07/21   14:40:532011/07/21   14:40:53




